
 

令和６年度都区財政調整算定結果について 

 
１．都区財政調整区別算定結果の特徴 

（１）算定結果の概要 
  特別区に交付する普通交付金の額は、1 兆 1,258 億 20 百万円で、前年度と比

べて、300 億 6 百万円、2.7％の増となり、3 年連続の増額となった。 
  普通交付金の交付額は、交付金の財源である固定資産税及び市町村民税法人分

の増などにより、前年度と比べて、増額となった。 
  交付区 21 区における、区別の普通交付金の交付額は、前年度と比べて、16 区

が増額、豊島区を含む 5 区が減額となった。 
  港区及び渋谷区は、基準財政収入額が基準財政需要額を上回り、財源不足額が

生じないため、不交付区となった。 
 
（２）普通交付金の額 

 金額 前年度比 

基準財政収入額【23 区】（A） 1 兆 3,821 億 96 百万円 4.4％増 

基準財政需要額【23 区】（B） 2 兆 4,891 億 2 百万円 3.5％増 

差 引   （B－A） 1 兆 1,069 億 6 百万円 － 

普通交付金【21 区】 （C） 1 兆 1,258 億 20 百万円 2.7％増 

普通交付金の財源額  （D） 1 兆 1,552 億 8 百万円 1.8%増 

算定残   （D－C） 293 億 88 百万円 － 
   

２．本区の算定結果 

【当初算定額の推移】 

年度  算定額 前年度比 

2 年度 288 億  540 万円 - 

3 年度 275 億 2,283 万円 △12 億 8,257 万円 
4 年度 303 億 5,734 万円 28 億 3,451 万円 
5 年度 346 億 5,166 万円 42 億 9,432 万円 

6 年度 332 億 8,202 万円 △13 億 6,964 万円 

【減少の要因】 
  都市計画交付金対象事業は交付年度の翌年度から 4 年間にわたり 1/4 ずつ特

別区財政調整の基準財政需要額に加算される。 
  令和 5 年度は例外的に前倒しでまとめて算定された。 
  令和 6 年度は前倒しで算定されないため、前年度比で減少となった。 
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